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C O N T E N T S

浜松市内の酒小売店約200名からなる

組合に入ったのは高校を卒業してすぐのこ

と。木月さんは入職以来経理を担当してい

ます。

「毎朝組合員からたくさんの注文が届く

ので、その伝票入力が主な仕事。売上に関

わることなのでミスのないよう心がけてい

ます」と初心を忘れず真剣に取り組む姿勢

で上司からの信頼も抜群です。

年6回組合主催で行われる酒類販売管理

研修の管理にも携わっています。「2か月

に1回の早いペースで行われるのでなかな

か大変」といいながらも手際よく確実に仕

事をこなします。

休みの日はもっぱら日帰り温泉めぐり。

「おすすめは浜北の“あらたまの湯”や掛

川の“ならここの湯”。心もカラダもリフ

レッシュできるし、お肌の調子が悪いとき

も温泉は効果絶大！」。

次の予定は、「茶臼山の芝桜を見てその

足で昼神温泉に行く計画なんです」。温泉

を求め、車を走らせるアクティブな一面

も。明るいえがおが印象的でした。

浜松酒販協同組合
（浜松市東区）

＊資源保護のため再生紙を使用しています。

木月和代さん
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2中小企業静岡 2010.6

組
合
の
挑
戦
！

”魅
力
あ
る
し
ず
お
か
の
実
現
“
目
指
し
、

中
小
企
業
の
連
携
体
活
か
し
た
多
彩
な
事
業
を
展
開

平
成
22
年
度
　
中
央
会
通
常
総
会

特 集

平
成
二
二
年
度
の
中
央
会
通
常
総
会
が
六
月
一

七
日
、
静
岡
市
葵
区
の
ホ
テ
ル
セ
ン
チ
ュ
リ
ー
静
岡

で
開
催
さ
れ
た
。
総
会
に
は
、
岩
瀬
洋
一
郎
副
知

事
、
天
野
進
吾
県
議
会
議
長
ら
来
賓
、
組
合
関
係
者

合
わ
せ
二
五
〇
人
が
出
席
。

「
も
の
づ
く
り
」、「
ま
ち
・
地
域
づ
く
り
」、「
ひ
と

づ
く
り
」へ
の
取
組
み
や
C
O2
ク
レ
ジ
ッ
ト
導
入
へ

の
支
援
、
雇
用
の
拡
大
・
人
材
育
成
な
ど
新
年
度
の

重
点
事
業
を
盛
り
込
ん
だ
事
業
計
画
の
ほ
か
、
全

七
議
案
が
承
認
さ
れ
た
。

役
員
改
選
で
は
、
佐
野
会
長
を
は
じ
め
理
事
四
四

名
、
監
事
三
名
が
選
出
さ
れ
、
理
事
会
で
副
会
長
三

名
と
専
務
理
事
、
常
務
理
事
二
名
が
選
任
さ
れ
た
。

主
催
者
を
代
表
し
て
佐
野
光
治
会
長
は
、

「
本
県
に
は
、
世
界
に
誇
る
技
術
や
サ
ー
ビ
ス

を
持
つ
中
小
企
業
が
数
多
く
存
在
す
る
。
こ
れ
ら

企
業
が
持
つ
技
術
や
新
た
な
価
値
を
生
み
出
す
力

「
連
携
の
力
・
共
同
の
力
」の
発
揮
を
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組合活性化情報

を
上
手
く
引
き
出
す
こ
と
で
、
新
た
な
市
場
が
生

ま
れ
る
は
ず
だ
。
組
合
は
今
ま
で
培
っ
て
き
た

『
連
携
の
力
・
共
同
の
力
』
を
十
分
に
発
揮
し
、

組
合
員
を
積
極
的
に
支
援
し
て
頂
き
た
い
。
中
央

会
も
、
連
携
組
織
の
専
門
機
関
と
し
て
、
中
小
企

業
や
組
合
の
ニ
ー
ズ
を
的
確
か
つ
真
摯
に
受
け
止

め
、
今
ま
で
以
上
に
具
体
的
な
活
動
を
積
極
的
に

展
開
し
て
い
く
」
と
決
意
を
述
べ
た
。

来
賓
の
岩
瀬
洋
一
郎
副
知
事
は
、

「
県
で
は
、
新
た
な
成
長
分
野
や
次
世
代
産
業
創

出
な
ど
へ
の
支
援
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く

考
え
だ
。
中
央
会
も
、
県
内
経
済
の
け
ん
引
役
で

あ
る
中
小
企
業
に
対
し
、
適
宜
適
切
な
支
援
を
よ

り
一
層
進
め
て
頂
き
た
い
」
と
期
待
を
寄
せ
た
。

つ
い
で
天
野
進
吾
県
議
会
議
長
は
、

「
県
内
の
一
〇
〇
〇
組
合
が
互
い
に
手
を
結
べ

ば
大
き
な
力
と
な
る
。
厳
し
い
時
代
が
続
く
が
、

ど
ん
な
に
長
い
ト
ン
ネ
ル
に
も
出
口
は
あ
る
。
明

日
を
目
指
し
頑
張
っ
て
い
こ
う
」と
呼
び
か
け
た
。

議
長
に
本
会
副
会
長
で（
協
）浜
松
技
術
工
業

団
地
の
山
内
致
雄
理
事
長
、
副
議
長
に
は
東
芝
機

械
協
力
（
協
）
の
山

亨
理
事
長
が
選
任
さ
れ
、

議
案
の
審
議
に
入
っ
た
。

第
一
号
、
第
二
号
議
案
で
は
、
昨
年
度
実
施
し

た
各
種
事
業
と
七
億
六
〇
〇
〇
万
円
に
及
ぶ
決
算

関
係
書
類
が
詳
細
に
報
告
さ
れ
、承
認
を
受
け
た
。

t議長に（協）浜松技術工業団地の
山内理事長、副議長に東芝機械協
力（協）の山 理事長が選ばれた。

▲天野県議会議長 ▲岩瀬副知事 ▲佐野会長

▼県内各地から230人が参集した。

平
成
二
二
年
度

中
央
会
通
常
総
会
　
議
案

第
一
号
議
案
　
平
成
二
一
年
度
事
業
報
告

承
認
の
件

第
二
号
議
案
　
平
成
二
一
年
度
決
算
諸
表

承
認
の
件

第
三
号
議
案
　
平
成
二
二
年
度
事
業
計
画

決
定
の
件

第
四
号
議
案
　
平
成
二
二
年
度
収
支
予
算

及
び
会
費
賦
課
徴
収
方
法

決
定
の
件

第
五
号
議
案
　
新
規
加
入
会
員
入
会
金
決

定
の
件

第
六
号
議
案
　
取
引
金
融
機
関
決
定
の
件

第
七
号
議
案
　
任
期
満
了
に
伴
う
役
員
改

選
の
件

”も
の
“、
”ま
ち
・
地
域
“、
”ひ
と
“づ
く
り

や
省
エ
ネ
・
C
O2

ク
レ
ジ
ッ
ト
導
入
な
ど

幅
広
く
支
援
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4中小企業静岡 2010.6

平成２２年度、本会では、｢地域経済を支える中小企業の繁栄なくして、地域振興はあり得ない｣という認識に
立ち、中小企業連携組織、中小企業組合の健全な発展と傘下中小企業の振興のため積極的に事業の展開を図
ってまいります。
特に新年度は、２０年度からの３年間中期計画の最終年度にあたり、

①組織化率の増加
②中小企業組合の適正な運営と活性化
③産業活力の増加
④中央会体制の充実

の４項目の実現に向けて取り組んでまいります。
具体的には、“魅力あるしずおかの実現”を目指し中小企業の連携体を活かした以下の支援を展開いたします。

1 地域の特徴を活かした産業力の強化・拡大
2 安心・安全・信頼に応える中小企業の基盤強化、システムづくり
3 地域特性を活かした新たな複合連携による事業・商品・サービス並びに新たな雇用創出
4 将来を担う経営者や技術者等の人材育成

また、昨年度の静岡県大会で提言し、確認した“イノベーション！組合の挑戦”を実現すべく、静岡県からの補
助事業である連携組織等活力支援事業に「ものづくり」「まち・地域づくり」「ひとづくり」という枠組みをしつらえ、
これに取り組む組合等を強力に支援してまいります。
組合等が抱える課題解決のため専門家派遣等においては、短期的に解決できること、中長期的に取り組まな
ければならないことに区分し、それぞれ状況に応じ事業を実施いたします。
さらに、将来のビジネスモデル構築を目指す実態調査事業においても、「ものづくりシステム・ネットワーク」「工
場等集積情報提供システム」「地域資源活用の着地型観光」の３テーマで実施しますが、昨年度実施した「省エ
ネ・温暖化防止への対応」については、緊急性があり中小企業が取り組むべき省エネやＣＯ2クレジット導入への
支援を具体的に構築できるよう展開いたします。
また、厚生労働省関連の労働施策についても、中小企業における雇用拡大・優秀な人材育成という観点に立
って推進してまいります。
以上のとおり、本会の事業活動の中心をなす「組織化の推進（新たな設立支援）」「既存組合のさらなる活性化」
を基軸として、各行政機関及び中小企業支援機関との連携・協調を図りつつ静岡県当局のご指導・ご支援を頂
き２２年度事業を展開してまいります。

平成22年度 中央会事業の方向平成22年度 中央会事業の方向

続
く
第
三
号
、
第
四
号
議
案
で
は
、
二
二
年
度

の
事
業
計
画
・
収
支
予
算
に
つ
い
て
審
議
。

新
年
度
は
、「
地
域
の
特
徴
を
活
か
し
た
産
業

力
の
強
化
・
拡
大
」、「
安
心
・
安
全
・
信
頼
に
応

え
る
中
小
企
業
の
基
盤
強
化
、
シ
ス
テ
ム
づ
く

り
」、「
地
域
特
性
を
活
か
し
た
新
た
な
複
合
連
携

に
よ
る
事
業
・
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
並
び
に
新
た
な

雇
用
創
出
」、「
将
来
を
担
う
経
営
者
や
技
術
者
等

の
人
材
育
成
」
を
支
援
の
軸
に
据
え
、
事
業
を
展

開
す
る
こ
と
を
決
定
。

ま
た
、「
も
の
づ
く
り
」、「
ま
ち
・
地
域
づ
く

り
」「
ひ
と
づ
く
り
」
へ
の
取
組
み
や
省
エ
ネ
・

温
暖
化
対
策
と
し
て
C
O2
ク
レ
ジ
ッ
ト
導
入
へ

の
支
援
、
雇
用
の
拡
大
・
人
材
育
成
な
ど
の
労
働

施
策
の
推
進
な
ど
に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
と

し
た
。

任
期
満
了
に
よ
る
役
員
改
選
で
は
、
佐
野
会
長

が
再
選
さ
れ
た
ほ
か
、
理
事
四
四
名
、
監
事
三
名

を
選
出
。
続
く
理
事
会
で
は
、
副
会
長
に
静
岡
県

機
械
金
属
工
業（
協
連
）の
梶
本
忠
恒
会
長
、（
協
）

浜
松
技
術
工
業
団
地
の
山
内
致
雄
理
事
長
、
三
島

工
業
団
地（
協
）の
諏
訪
部
敏
之
理
事
長
の
三
氏

が
揃
っ
て
再
任
さ
れ
た
。

ま
た
、
石
田
耕
司
専
務
理
事
の
退
任
に
伴
い
、

事
務
局
か
ら
岸
本
道
明
執
行
役
員
が
専
務
理
事
に
、

空
席
と
な
っ
て
い
た
常
務
理
事
に
府
川
進
明
、
藁

科
良
文
両
執
行
役
員
が
そ
れ
ぞ
れ
選
任
さ
れ
た
。

正
副
会
長
が
再
任
　
新
た
な
専
務
理
事

と
常
務
理
事
二
名
が
選
任
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組合活性化情報

平成22･23年度　中央会役員名簿

会 長

副会長

〃

〃

専務理事

常務理事

〃

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

佐野　光治

梶本　忠恒

山内　致雄

諏訪部敏之

岸本　道明

府川　進明

藁科　良文

青木　正已

渥美　富夫

石上　道雄

石田　裕之

市川　一郎

伊藤　克哉

伊藤 孝

伊藤　春秀

梅原　秀夫

小野田隆康

神谷　雄介

川口　正信

後藤　義男

櫻井幹一郎

芝原　利一

杉山 清

杉山　節雄

長泉工業団地（協）

静岡県機械金属工業（協連）

（協）浜松技術工業団地

三島工業団地（協）

静岡県中小企業団体中央会

〃

〃

清水鉄工機械工業（協）

静岡茶商工業（協）

静岡県パン工業（協）

静岡県家具（工）

安倍川骨材事業（協）

（協）静岡県中小企業調査研究機構

静岡県建設事業（協連）

浄蓮の滝（業）

静岡県重機建設業（工）

湖西市商業（協）

静岡県中小企業団地協議会

静岡県東部商工（協）

沼津魚仲買商（協）

（協）静岡流通センター

磐田さぎさか工業団地（協）

富士市浮島工業団地（協）

静岡県貨物運送（協）

役 職 名 氏 　 名 所 　 属 　 名 役 職 名 氏 　 名 所 　 属 　 名

敬称略

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

監 事

〃

〃

杉山　陽一

鈴木　勝人

高田　雅司

竹内 輝

中山　嘉昭

長谷川総一

古橋　敏明

前田　米藏

増田　恭子

増田　泰久

水野　一保

村田 保

望月 浩

森下巳代子

山 純男

山 亨

山 豊

山中　一成

山梨　昭次

吉田治郎七

和久田健司

久保田博明

杉山　孝俊

松下　隆信

清水港木材産業（協）

スズキ協力（協）

（企）針谷建築事務所

静岡市ホテル旅館（協）

（協）水産パークヤイヅ

（協）静岡専門店会

遠州織物工業（協）

静岡県西部商工（協）

富士宮駅前通り（商振）

焼津蒲鉾商工業（協）

（協）小糸製作所協力会

静岡機械金属工業団地（協）

静岡県商工（協）

伊東商業（協）

静岡給食（協）

東芝機械協力（協）

富士製紙（協）

静岡県醤油醸造工業（協）

（協）島田計器部品センター

（協）浜松卸商センター

浜松鉄工機械工業（協）

沼津鉄工機械工業（協）

静岡県菓子（工）

浜松地区運送事業（協）
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総　務　課 相談室、巡回指導、会員に関すること、総会・理事会の開催、職員の人事・教育・福祉・福利厚生、予算・決算・財務・経理・庶務、高
度化資金償還事務、関係機関の慶弔対応、各種情報の収集、各種資料の保存整備、役員の秘書業務、組合及び中小企業施策一般の
建議・陳情、法令及び組織等に関する調査研究、行政・支援機関・全中・各県中央会等関係機関との連絡・協調、国・県・市の各種審
議会・委員会への派遣、指導員実地研修事業●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝
＜組合等の指導事業＞備品等取得費（ファクシミリ設置費、指導資料費）●［関係機関管理指導］三友会●［その他］担当事業関係コンピ
ュータ入力

情報企画課 相談室、巡回指導●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝＜組合等の支援事業＞連携組
織活性化支援事業＜組合等の指導事業＞備品等取得費（コンピュータ設置費、組合台帳作成費）＜組合指導情報整備事業＞組合指導
情報整備事業費（体制整備費、指導員研修費）ネットワーク運営費等（ネットワーク運用、外部役職員研修）｛中小企業等連携情報収集・
発信事業｝＜情報提供事業＞研修会開催事業、組合等への情報提供事業（情報提供事業費、資料収集加工事業）中小企業団体情報連
絡員の設置●［助成事業］組合等Web構築支援事業●［一般事業］｛運営指導事業｝＜運営指導事業＞トップセミナー｛情報活動事業｝＜広
報事業＞「中小企業静岡」の発行＜事業活性化調査研究＞各種情報紙の整備、中央会業務等の全国中央会・メディアへの情報提供
＜情報化対策事業＞コンピュータの総合管理、中央会ホームページの管理●［請負事業］情報処理技術者試験協力室、中小企業景況調
査事業●［関係機関管理指導］県レディース中央会●［その他］情報化相談指導（ホームページ、メール、LAN等）、関係機関との連絡協
調、担当事業関係コンピュータ入力

連携組織課 組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、監査指導、解散指導、休眠組合再建・整理指
導、各種調査の実施●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝＜組合等の支援事業＞連携
組織活性化支援事業●［特定指導事業］＜小企業者組織化指導事業＞小企業者組織化特別講習会、組合研究集会、モデル組合助成、
調査研究費＜官公需受注対策事業＞●［委託事業］官公需情報収集・提供事業、食農連携体制強化事業（食品産業協議会）、中小介護
事業所協同経営モデル事業、下請適正取引推進ガイドライン普及啓発事業、農商工連携人材育成事業●［一般事業］｛運営指導事業｝
＜教育事業＞青年中央会事業｛産業振興事業｝＜流通対策事業＞商業流通対策●［関係機関管理指導］青年中央会（県・中部・清水・関
東ブロック甲信越静青中）、（県食品産業協議会、県食料産業クラスター協議会●［その他］公益法人の見直し・課題組合への対応、関係
機関との連絡・協調、各種認可・届出等の指導、講師の斡旋・派遣、報道機関への情報提供、組合指導に関わる各種事務作業、担当事
業関係コンピュータ入力
●［委託事業］連携組織支援活性化業務（組合需要調査）

経営支援課 組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、監査指導、解散指導、休眠組合再建・整理指
導、各種調査の実施●［中小企業連携組織対策事業］｛連携組織等活力支援事業｝＜ものづくり支援事業＞＜まち・地域づくり支援事業＞
＜ひとづくり支援事業＞｛中小企業等連携情報収集・発信事業｝＜地域産業実態調査事業＞構造改革支援ビジョン策定事業、特定問題
実態調査、多角的連携指導強化事業＜情報提供事業＞研修会開催事業●［委託事業］地域中小企業支援センター、高度化資金貸付事
務委託、新連携・地域資源活用企業化プログラム等利用支援業務、中小企業応援センター、ものづくり中小企業製品開発等支援事業
●［助成事業］活路開拓調査指導事業●［一般事業］｛運営指導事業｝＜金融対策事業＞金融指導事業、倒産防止共済制度＜教育事業＞
職員協会事業｛産業振興事業｝＜特別対策事業＞PL保険制度｛大会開催事業｝県大会の開催、全国大会への参加●［関係機関管理指導］
県中小企業団地協議会、職員協会（県、中部支部）●［その他］課題組合への対応、関係機関との連絡・協調、各種認可・届出等の指
導、講師の斡旋・派遣、報道機関への情報提供、組合指導に関わる各種事務作業、担当事業関係コンピュータ入力

東部事務所 県東部地区における相談室、巡回指導、組合等設立・運営支援事業全般に関すること●［中小企業連携組織対策事業］｛連携組織等活
力支援事業｝｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝●［地域振興事業］ものづくり支援ネットワーク事業●［特定指導事
業］＜小企業者組織化指導事業＞組合研究集会、モデル組合助成●［委託事業］富士山麓医療関連機器製造業者等交流会、地域中小
企業支援センター、中小企業応援センター、ものづくり中小企業製品開発等支援事業●［一般事業］｛運営指導事業｝＜金融対策事業＞金
融指導事業、倒産防止共済制度●［関係機関管理指導］県東部商工（協）、東部青年中央会、職員協会東部支部●［その他］静岡県東部
地域観光関連産業海外展開支援事業、関係機関との連絡・協調、担当事業関係コンピュータ入力

西部事務所 県西部地区における相談室、巡回指導、組合等設立・運営支援事業全般に関すること●［中小企業連携組織対策事業］｛連携組織等活
力支援事業｝｛中小企業等連携組織ステップアップ支援・指導事業｝●［地域振興事業］経営革新・新連携支援事業●［特定指導事業］
＜小企業者組織化指導事業＞組合研究集会、モデル組合助成●［委託事業］地域中小企業支援センター、中小企業応援センター、もの
づくり中小企業製品開発等支援事業●［一般事業］｛運営指導事業｝＜金融対策事業＞金融指導事業、倒産防止共済制度●［関係機関管
理指導］県西部商工（協）、西部青年中央会、職員協会西部支部●［その他］関係機関との連絡・協調、担当事業関係コンピュータ入力

労働支援課 組合等の設立・運営等の指導、各種連携組織の創業・起業等の指導、相談室、巡回指導、解散指導、休眠組合再建・整理指導、各種調
査の実施、労働関係対策事業●［中小企業連携組織対策事業］｛中小企業等連携情報収集・発信事業｝＜地域産業実態調査事業＞組合
特定問題実態調査●［委託事業］労働教育委託事業、若年者地域連携事業、仕事と生活の調和推進中小企業支援事業、障害者雇用企
業見学会事業、一般事業主行動計画策定等支援事業、次世代育成支援対策推進センター、静岡地域若者サポートステーション事業、外
国人研修・技能実習制度適正化対策事業●［一般事業］｛大会開催事業｝表彰式典の開催、中央会創立55周年記念表彰●［関係機関管
理指導］県中小企業労務改善団体連合会、県機械金属工業（協連）、県組合士会●［その他］関係機関との連絡・協調、担当事業関係コ
ンピュータ入力

業　務　課 労働指導・巡回指導に関すること、退職金制度の加入促進、年金共済制度の加入勧奨、関係機関との連絡・協調、新規共済制度の開
発・研究、中小企業労働指導の調査・研究、各種共済制度の推進

業務管理課 退職金・年金・大型共済制度の管理●［関係機関管理指導］県郷土工芸品振興会●［その他］関係機関との連絡・協調、担当事業関係
コンピュータ入力

調査研究課 （協）静岡県中小企業調査研究機構
（組合の活性化、労働問題、物流、技術開発、新分野進出等、中小企業振興に資する各種調査研究、労働保険事務組合）
静岡県流通システム（協）
（大口・多頻度割引制度事業の管理運営、カーリースの斡旋、各種教育情報事業の推進と新規共同事業の開発・研究）
静岡県商工（協）
（商工中金等組織金融の実施・斡旋などによる中小企業への金融支援、各種共同事業の推進）

中央会プラネット・グループ

（社）静 岡 県 環 境 資 源 協 会 環境保全、資源・エネルギー、環境アセスメント等の問題に関する専門的支援、エコアクション21の地域事
務局

静 岡 県 協 同 振 興 （株） 中小企業組合・企業の経営資源保全並びに債権保全を目的とした各種損害保険の推進

－－－ 平成22年度業務分掌表 －－－
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8中小企業静岡 2010.6

静岡労働局からのお知らせ

平成22年度労働保険の年度更新について

本年度の年度更新は7月12日（月）までにお願いします

労働保険（労災保険＋雇用保険）の保険料は、毎年4月1日から翌年3月31日までの1年間を単位として
計算することになっており、その額はすべての労働者に支払われる賃金の総額（雇用保険については被保険
者に支払われる賃金の総額）に、その事業ごとに定められた保険料率を乗じて算定することになります。
労働保険では、まず、年度当初に概算で保険料を納付し、年度末に賃金総額が確定した上で、翌年度に精

算していただくという方法をとっています。
したがって、事業主の皆様には、前年度の保険料を精算するための確定保険料の申告・納付と新年度の概

算保険料を納付するための申告・納付の手続きが必要になります。この手続きを「年度更新」といい、毎年
6月1日から7月10日（本年度は7月12日）までの間に行うことになっていますので、この期間に手続きを
行っていただくようお願いします。
※　手続きが遅れますと、政府が保険料・拠出金の額を決定し、さらに追徴金（納付すべき保険料・拠出金
の10％）を課す場合がありますので注意してください。

記

静岡県高等学校卒業予定者の就職に関する申し合わせ事項が確認されました
公立高等学校・私立高等学校・経済関係団体及び行政関係者で構成する「静岡県高等学校就職問題連絡協

議会」は、高等学校卒業予定者の就職活動の秩序を維持し、正常な学校教育と生徒の学習環境を確保すると
ともに、生徒の就職機会の均等を期すため、下記のとおり申し合わせることを確認しました。
企業の皆様には、学生が自己の能力・適性に応じて適切に職業選択ができるよう配慮し、
秩序ある採用活動を進めていただくようお願いいたします。

※　申し合わせ事項の全文及び高校の就職慣行に関するアンケートの調査結果は、静岡労働局のホームページに掲載し
ています。

（お問い合わせ先：職業安定部職業安定課 TEL054-271-9962）

1 生徒の応募・推薦に関する取扱いについて

（1） 10月31日までは、一人1社制とする。
（2） 11月1日以降は、一人3社までの同時応募を可能とする。

2 企業の求人に関する取扱いについて

（1） 求人の申込は指定校求人及び公開求人とし、求人者が選択する。
（2） 指定校求人とした場合、推薦依頼数は概ね求人数の3倍までとする。
（3） 公開求人とした場合、推薦依頼数の規定は設けないこととする。
（4） 指定校求人から公開求人へ切り替える場合、求人者は指定校へ連絡すること。
（5） 求人者は選考結果を2週間以内に、高等学校を経由して生徒に対して通知すること。

遅延に関して特に事情がある場合は、学校側の理解を得ておくこと。

静岡労働局では、年度更新にあわせ、「平成22年度労働保険年度更新説明会」及び「平成22年度労働保険
年度更新出張受付」を実施しますので、関係書類を持参の上、最寄りの会場にご参加ください。
日程や会場等の詳細は静岡労働局のホームページでご確認いただくか、担当課までお問い合わせください。

（お問い合わせ先：労働保険徴収課 TEL054-254-6316）
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保
や
食
の
安
心
・
安
全
対
策
な
ど
、
課

題
は
多
い
。

「
だ
か
ら
こ
そ
、
焼
津
ブ
ラ
ン
ド
の
信
用

力
を
さ
ら
に
確
か
な
も
の
に
し
た
い
」
と
、

組
合
員
の
扱
う
佃
煮
を
組
合
ブ
ラ
ン
ド
で

販
売
す
る
共
同
販
売
事
業
を
検
討
。
組
合

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
全
面
的
に
リ
ニ
ュ
ー
ア

ル
す
る
な
ど
、
準
備
を
着
々
と
進
め
る
。

「
将
来
的
に
は
、
組
合
が
主
体
と
な
っ
て

地
域
ブ
ラ
ン
ド
の
認
証
や
高
付
加
価
値
商

品
の
共
同
開
発
も
手
が
け
た
い
」
と
新
た

な
展
開
へ
の
意
欲
も
旺
盛
だ
。

天
明
二
年
創
業
の
鰹
節
製
造
の
老
舗

ち
き
り
清
水
商
店

か
ら
分
か
れ
、
祖

父
が
昭
和
二
三
年
に
興
し
た
チ
キ
リ
キ
ン

食
品（
株
）の
三
代
目
。

「
ち
き
り
は
心
と
心
、
人
と
人
を
契
る
、

結
び
合
う
と
い
う
意
味
の
屋
号
。
祖
父
金

蔵
の
名
前
の
一
字
を
と
っ
て
、

ち
き
り

き
ん

と
し
た
ん
で
す
よ
」。

昭
和
三
〇
年
代
の
貸
本
時
代
か
ら
の
マ

ン
ガ
フ
ァ
ン
。
今
も
新
旧
・
ジ
ャ
ン
ル
を

問
わ
ず
一
日
三
冊
程
度
を
貸
本
屋
で
借
り
、

年
間
千
冊
を
読
み
尽
く
す

猛
者

だ
。

“

”

“

”

“

”

“

”

クローズアップインタビュー

静岡県佃煮商工業協同組合

清水良一理事長

“焼津の佃煮”の
さらなる知名度アップを
新たな需要の
堀り起こしに傾注

組合活性化情報

「
佃
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10中小企業静岡 2010.6

Business Report 組合の動き 

地
域
を
挙
げ
て
カ
ラ
ス
対
策
を

協
同
組
合
焼
津
水
産
加
工
セ
ン
タ
ー

協
同
組
合
焼
津
水
産
加
工
セ
ン
タ
ー

（
村
松
憲
行
理
事
長
）
で
は
、
年
々
増

加
す
る
カ
ラ
ス
に
よ
る
様
々
な
被
害
を

地
域
全
体
で
防
ご
う
と
、こ
の
ほ
ど「
カ

ラ
ス
対
策
協
議
会
」
を
立
ち
上
げ
た
。

組
合
で
は
、
一
〇
年
ほ
ど
前
か
ら
、

鷹
匠
に
よ
る
カ
ラ
ス
追
い
、
有
害
鳥
獣

許
可
申
請
と
捕
獲
機
の
設
置
、
残
滓
タ

ン
ク
へ
の
蓋
設
置
、
化
成
荷
捌
き
ス
ペ

ー
ス
の
ネ
ッ
ト
ケ
ー
ジ
化
な
ど
様
々
な

カ
ラ
ス
対
策
を
講
じ
て
き
た
が
、
思
う

よ
う
な
効
果
が
挙
が
ら
な
か
っ
た
と
い

う
。こ

の
た
め
、
地
域
が
連
携
し
て
取
り

組
も
う
と
組
合
が
音
頭
を
と
っ
た
。

協
議
会
は
、
同
組
合
を
中
心
に
、
近

隣
企
業
や
地
元
自
治
会
な
ど
で
構
成
。

焼
津
市
や
団
体
中
央
会
が
オ
ブ
ザ
ー
バ

ー
と
し
て
加
わ
る
。

協
議
会
で
は
、
他
地
域
で
の
対
策
事

例
な
ど
有
用
情
報
の
共
有
や
施
設
改

修
、
従
業
員
教
育
、
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル

制
定
な
ど
ハ
ー
ド
、
ソ
フ
ト
両
面
に
わ

た
る
忌
避
対
策
や
餌
断
ち
活
動
を
三
年

間
に
わ
た
り
展
開
す
る
予
定
。

こ
れ
ら
実
験
や
試
作
の
効
果
に
つ
い

て
は
、
年
間
四
回
程
度
開
催
す
る
全
体

ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
通
じ
て
、
地
域
の
カ

ラ
ス
対
策
に
還
元
し
て
い
く
考
え
。

組
合
で
は
、

「
こ
れ
ま
で
の
カ
ラ
ス
対
策
は
、
自
社

か
ら
追
い
払
う
忌
避
を
主
眼
と
し
て
い

た
が
、
地
域
全
体
の
カ
ラ
ス
個
体
数
の

減
少
こ
そ
が
、
抜
本
的
な
解
決
策
で
あ

る
と
考
え
協
議
会
を
立
ち
上
げ
た
。
地

域
の
チ
エ
を
結
集
し
て
カ
ラ
ス
対
策
に

あ
た
り
た
い
」
と
し
て
い
る
。

開
店
一
〇
周
年
を
記
念
し
感
謝
セ
ー
ル

企
業
組
合
竹
の
子
か
あ
さ
ん

伊
豆
市
天
城
湯
ケ
島
地
区
の
農
家
の

女
性
ら
八
人
で
組
織
す
る
企
業
組
合
竹

の
子
か
あ
さ
ん（
勝
又
利
子
理
事
長
）が
、

開
店
一
〇
周
年
を
迎
え
た
こ
と
を
記
念

し
、
こ
の
ほ
ど
感
謝
セ
ー
ル
を
開
い
た
。

同
組
合
は
、
地
域
の
特
産
品
で
あ
る

わ
さ
び
や
椎
茸
、
た
け
の
こ
な
ど
の
利

用
促
進
を
図
る
た
め
、
昭
和
六
二
年
に

地
元
農
家
の
主
婦
を
中
心
に
立
ち
上
げ

た

竹
の
子
か
あ
さ
ん
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト

が
母
体
。

平
成
一
三
年
四
月
に
、
同
市
の
国
道

四
一
四
号
線
沿
い
の
道
の
駅

天
城
越

え

敷
地
内
に
国
の
補
助
事
業
を
活
用

し
、

竹
の
子
か
あ
さ
ん
の
店

を
オ

ー
プ
ン
。

わ
さ
び
漬
け

や

し
い

た
け
甘
辛
煮

な
ど
地
域
の
特
産
品
や

店
内
で
調
理
し
た
惣
菜
・
菓
子
、
農
家

か
ら
委
託
を
受
け
た
農
産
物
・
工
芸
品

な
ど
の
販
売
を
始
め
た
。

同
一
六
年
に
は
、
責
任
体
制
の
明
確

化
な
ど
を
目
的
に
企
業
組
合
と
し
て
法

人
化
に
踏
み
切
っ
た
。

組
合
が
取
り
扱
う
手
作
り
の
総
菜
や

加
工
品
は
、
し
い
た
け
・
わ
さ
び
菜
コ

ロ
ッ
ケ
、
小
麦
ま
ん
じ
ゅ
う
、
山
菜
お

“

”

“

”

“

”
“

”

“ ”

こ
わ
な
ど
一
五
種
類
に
の
ぼ
る
。

人
気
商
品
は
、
地
元
の
し
い
た
け
と

わ
さ
び
菜
を
一
〇
〇
％
使
っ
た
コ
ロ
ッ

ケ
。
多
い
日
に
は
六
〇
〇
個
を
売
上
げ

る
ほ
ど
の
ヒ
ッ
ト
商
品
だ
。

感
謝
セ
ー
ル
で
は
、
コ
ロ
ッ
ケ
や
山

菜
お
こ
わ
、
天
城
す
し
、
み
そ
パ
ン
な

ど
の
人
気
商
品
を
通
常
価
格
の
ほ
ぼ
半

額
で
販
売
。
訪
れ
る
観
光
客
が
お
い
し

そ
う
に
ほ
お
張
っ
て
い
た
。

組
合
で
は
、

s
発
足
会
で
は
、
地
域
一
体
で
カ
ラ
ス
対
策
を
行
う
こ

と
を
確
認
し
た

s
開
店
一
〇
年
を
迎
え
た

”竹
の
子
か
あ
さ
ん
の
店
“

6月号_P08-13.qxd  10.6.11 1:52 PM  ページ 10
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創
立
四
〇
年
の
節
目
を
祝
う

浜
松
わ
た
協
業
組
合

昨
年
度
に
続
き
、

「
経
営
革
新
推
進
賞
」
を
受
賞

静
岡
県
中
央
会

浜
松
市
内
の
綿
寝
具
製
造
販
売
業
者

九
社
で
組
織
す
る
浜
松
わ
た
協
業
組
合

（
鈴
木
宏
理
事
長
）
は
、
五
月
一
二
日
、

浜
松
市
の
ホ
テ
ル
ク
ラ
ウ
ン
パ
レ
ス
浜

松
で
創
立
四
〇
周
年
記
念
式
典
を
行
っ

た
。式

典
に
は
、
組
合
員
を
は
じ
め
、
県

内
の
寝
具
関
連
組
合
関
係
者
や
中
央
会

な
ど
三
五
人
が
出
席
し
た
。

組
合
を
代
表
し
て
あ
い
さ
つ
に
立
っ

た
鈴
木
理
事
長
は
、

「
組
合
員
の
固
い
結
束
と
関
係
各
位
の

ご
支
援
ご
協
力
に
よ
り
四
〇
年
の
節
目

「
安
心
安
全
で
良
質
な
地
元
の
食
材
を

使
い
、
丹
精
込
め
て
つ
く
っ
て
い
る
。

こ
れ
か
ら
も
、
天
城
な
ら
で
は
の
特
産

品
を
発
信
し
て
い
き
た
い
」
と
述
べ
た
。

を
迎
え
る
こ
と
が
で
き
た
。
寝
具
業
界

を
取
り
巻
く
環
境
は
、
年
を
追
う
ご
と

に
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
が
、
組
合
員

の
き
ず
な
を
よ
り
強
め
、
力
強
く
前
に

進
ん
で
い
き
た
い
」
と
呼
び
か
け
た
。

式
典
で
は
、
長
年
に
わ
た
り
組
合
運

営
に
尽
力
し
た
組
合
員
や
永
年
勤
続
従

業
員
に
対
し
、
鈴
木
理
事
長
か
ら
表
彰

状
が
手
渡
さ
れ
た
。
ま
た
設
立
以
来
、

四
〇
年
に
わ
た
り
理
事
長
を
務
め
る
鈴

木
理
事
長
に
対
し
、
組
合
よ
り
組
合
功

労
表
彰
が
贈
ら
れ
た
。

同
組
合
は
、
打
綿
処
理
や
製
綿
工
程

の
協
業
化
を
目
的
に
昭
和
四
五
年
一
〇

月
設
立
。
浜
松
市
内
に
製
綿
工
場
や
保

管
庫
、集
塵
室
を
設
置
す
る
な
ど
、積
極

的
に
設
備
投
資
を
行
い
、
最
盛
期
の
昭

和
五
七
年
に
は
、打
綿
生
産
一
二
七
ト
ン
、

新
綿
生
産
五
三
ト
ン
を
挙
げ
、
組
合
員
事

業
の
合
理
化
に
大
き
く
寄
与
。

ま
た
、
県
わ
た
寝
具
商
工
組
合
と
の

連
携
の
も
と
実
施
す
る
ふ
と
ん
祭
り
や

打
ち
直
し
セ
ー
ル
を
通
じ
、
綿
寝
具
の

さ
ら
な
る
普
及
に
も
力
を
注
い
で
い
る
。

静
岡
県
中
央
会
で
は
、
こ
の
ほ
ど
昨

年
度
に
続
き
、
静
岡
県
「
経
営
革
新
推

進
賞
」
を
受
賞
し
た
。

同
賞
は
、
中
小
企
業
の
経
営
革
新
計

画
作
成
を
支
援
す
る
商
工
団
体
や
個
人

を
県
が
顕
彰
す
る
も
の
で
、
年
間
一
五

件
以
上
を
支
援
し
た
団
体
や
三
件
以
上

の
支
援
を
行
っ
た
個
人
が
対
象
。

本
会
に
団
体
賞
が
、
指
導
員
六
人
に

個
人
賞
が
そ
れ
ぞ
れ
贈
ら
れ
る
と
と
も

に
、
う
ち
二
人
が
累
積
で
一
〇
件
以
上

の
支
援
を
行
っ
た
個
人
に
与
え
ら
れ

る

経
営
革
新
マ
イ
ス
タ
ー

に
選
ば

れ
た
。

四
月
二
八
日
に
開
か
れ
た
本
会
理
事

会
席
上
で
授
賞
式
が
行
わ
れ
、
堀
川
知

廣
静
岡
県
経
済
産
業
部
長
か
ら
、
佐
野

光
治
会
長
と
指
導
員
六
人
に
そ
れ
ぞ
れ

賞
状
や
認
定
証
が
手
渡
さ
れ
た
。

佐
野
会
長
は
、「
今
後
も
中
小
企
業

の
ニ
ー
ズ
を
確
実
に
つ
か
み
、
各
企
業

の
経
営
革
新
の
実
現
に
向
け
、
全
力
で

支
援
し
て
い
き
た
い
」
と
挨
拶
し
た
。

経
営
革
新
計
画
は
、
中
小
企
業
新
事

業
活
動
促
進
法
に
基
づ
き
、
新
商
品
の

開
発
や
新
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
な
ど
新
た

“

”

な
事
業
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
企
業
を
支

援
す
る
取
り
組
み
で
、
県
か
ら
承
認
を

受
け
た
企
業
は
、
税
制
や
金
融
な
ど
各

種
支
援
が
受
け
ら
れ
る
。

平
成
二
一
年
度
、
県
内
で
は
過
去
最

高
と
な
る
四
六
九
件
が
承
認
さ
れ
た
。

本
会
で
は
、
前
年
度
の
二
七
件
を
大

幅
に
上
回
る
四
三
件
の
承
認
を
支
援
し

た
。個

人
賞
を
受
賞
し
た
本
会
指
導
員

は
、
次
の
と
お
り
。

指
導
部
長
代
理
　
　
　
村
松
晴
義
※

沼
津
事
務
所
副
所
長
　
大
村
吉
夫

経
営
支
援
課
主
幹
　
　
渡
辺
国
義

情
報
企
画
課
主
査
　
　
中
村
佳
樹

沼
津
事
務
所
主
査
　
　
真
野
匡
雄
※

経
営
支
援
課
主
任
　
　
関
本
　
博

※
印
は
、
経
営
革
新
マ
イ
ス
タ
ー

組合活性化情報

▼創立以来40年にわたり組合を束ねてきた鈴木理事長

▲堀川経済産業部長（写真左）から賞
状を受け取る佐野会長
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決算関係書類等の提出はお済ですか？決算関係書類等の提出はお済ですか？
協同組合等では、総会終了後、行政庁に対する決算関係書類の提出が義務付けられています。
役員変更届や定款変更認可申請、変更登記申請と合わせ、今一度ご確認下さい。

決算関係書類

決算関係書類は、通常総会に提出し、承認を受け、総会終了の日から２週間以内に行政庁に提
出することが義務付けられています。

添付書類（中小企業等協同組合法（中協法）施行規則第12条、中小企業団体の組織に関する法律（中団法）施
行規則第21条）：

q事業報告書
w財産目録
e貸借対照表
r損益計算書
t剰余金の処分または損失の処理の方法を記載した書面
y上記q～tを提出した総会（又は総代会）の議事録（謄本でよい）

提出部数：
中部地区組合2部、東西地区組合3部（運輸局所管組合はさらに1部追加）。

役員に変更があった場合は、変更のあった日から２週間以内に所管行政庁に届け出ることが定
められています。
役員の変更とは、役員の改選をはじめ役員の氏名や住所があった場合、補充があった場合、代

表理事の交代、役員の死亡または辞任した場合など役員に関する一切の変更をいいます。

添付書類（中協法施行規則第3条、中団法施行規則第1条の8）：
q変更した事項を記載した書面（変更前と変更後の対照表）
w変更年月日および理由を記載した書面
（変更理由は、「任期満了に伴う役員選挙が行われたため」、「○○理事宅が転居したため」等簡明にその
事実を記載します）

e役員変更が役員の選挙または選任によった場合には、総会（総代会）と理事会の議事録（謄本でよい）
※役員の住所や氏名などの変更の場合は、eの議事録は不要です。
※信用協同組合または火災共済協同組合の常勤役員の選任による変更の場合は、新たに選任された常勤
役員の経歴書

提出部数：
中部地区組合2部、東西地区組合3部（運輸局所管組合はさらに1部追加）。

定款変更は、行政庁の認可を受けた時点で初めてその効力が発生します。したがって認可日以
前に新事業を実施した場合などは定款違反となるので注意が必要です。また登記事項（事業や名
称、事務所の所在地等）については認可書到達後、変更登記を要します。
代表理事の変更、事務所移転、名称変更、事業の変更、出資の総口数及び払込済出資総額の変

更、定款中の地区の変更、公告方法の変更、出資一口の金額の変更については、変更登記申請が
必要となります。
なお、代表理事の変更については、役員改選により同一人が就任した場合も登記手続きが必要

となりますのでご注意下さい。

役員変更届

定款変更認可申請・変更登記申請
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以
上
の
少
子
高
齢
化
の
進
行
に
加
え
て
、
就
業

意
識
の
多
様
化
、
産
業
構
造
の
変
化
、
経
済
の
グ

ロ
ー
バ
ル
化
、
労
働
市
場
の
規
制
緩
和
等
に
よ

り
、
労
働
力
が
多
様
化
し
て
お
り
、
中
小
企
業
に

お
い
て
も
女
性
や
高
齢
者
、
非
正
社
員
の
活
用
が

進
展
し
て
い
る
。

図
表
①
は
、
大
企
業
と
中
小
企
業
に
お
け
る
全

就
業
者
に
占
め
る
女
性
と
高
齢
者
の
割
合
を
示
し

た
も
の
で
あ
る
。

女
性
割
合
は
、
大
企
業
で
一
九
九
二
年
の
三
六.

一
％
か
ら
二
〇
〇
七
年
の
四
一.

九
％
に
上
昇
し

た
一
方
、
中
小
企
業
で
は
、
一
九
九
二
年
か
ら
二

〇
〇
七
年
ま
で
四
割
強
で
推
移
す
る
な
ど
、
以
前

か
ら
女
性
活
用
が
進
ん
で
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

我
が
国
は
、
二
〇
〇
五
年
に
戦
後
初
め
て
総
人

口
が
前
年
を
下
回
り
、
人
口
減
少
時
代
に
突
入
し

た
。
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
に
よ
る

と
、
二
〇
三
五
年
の
総
人
口
は
、
二
〇
〇
八
年
の

総
人
口
の
約
八
七
％
（
一
億
一
〇
六
七
万
人
）
と

見
込
ま
れ
て
い
る
。
一
五
〜
六
四
歳
ま
で
の
い
わ

ゆ
る
生
産
年
齢
人
口
は
、
す
で
に
一
九
九
六
年
か

ら
減
少
に
転
じ
て
お
り
、
二
〇
三
五
年
に
は
、
二

〇
〇
八
年
の
生
産
年
齢
人
口
の
約
七
六
％
（
六
二

九
二
万
人
）
に
低
下
す
る
見
込
み
で
あ
る
。

こ
れ
ら
少
子
高
齢
化
の
進
行
に
伴
い
、
生
産
年

齢
人
口
の
年
齢
構
成
も
大
き
く
変
化
す
る
。
二
〇

〇
八
年
か
ら
二
〇
三
五
年
ま
で
に
、
一
五
〜
二
九

歳
の
若
年
層
が
一
六.

四
％
か
ら
一
二.

四
％
に
、

三
〇
〜
五
四
歳
の
壮
年
層
が
三
三.

四
％
か
ら
二

九.

一
％
に
低
下
す
る
一
方
、
五
五
〜
六
四
歳
の

高
齢
層
は
一
四.

七
％
か
ら
一
五.

四
％
に
上
昇
す

る
と
予
想
さ
れ
る
。

こ
う
し
た
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
と
そ
の
高
齢

化
は
、
中
小
企
業
に
、
若
年
層
の
採
用
難
や
従
業

員
の
高
齢
化
な
ど
雇
用
問
題
の
深
刻
化
や
事
業
承

継
、
技
能
承
継
の
困
難
化
に
よ
る
経
営
資
源
の
散

逸
な
ど
大
き
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
に
な
る
。

ま
た
、
第
一
次
ベ
ビ
ー
ブ
ー
マ
ー
が
六
〇
歳
代

前
半
を
迎
え
る
二
〇
一
〇
年
頃
か
ら
の
約
一
〇
年

間
に
は
、
六
五
歳
以
上
の
人
口
が
急
増
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
。
ま
た
、
就
業
者
数
も
、
年
齢
を

重
ね
る
ほ
ど
、
中
小
企
業
で
働
く
者
の
割
合
が
増

加
し
て
い
る
。

トピックス

2010年版　中小企業白書にみる

少子高齢化時代の新事業展開
浜松市や東大阪市、大田区など我が国有数の中小製造業集積において事業所数や従業者数が

減少する一方で、環境・エネルギー制約、少子高齢化などの国内制約により、中小企業を取り巻
く経営環境は一層厳しくなることが予想される。
とくに、中長期的な視点で我が国の人口構造を展望すると、今後少子高齢化が急速に進行し、

日本経済の基盤である中小企業に大きな影響を及ぼすと予想される。
今月号では、2010年版の中小企業白書を基に、少子高齢化時代の中小企業の成長戦略を紹介

する。 資料提供：中小企業庁

少
子
高
齢
化
が中小

企
業
に
及
ぼ
す
影
響

0

10

20

30

40

50
（％） 

（年） 
65歳以上割合 

大企業 中小企業 

92 97 02 07 92 97 02 07

女性割合 

大企業 中小企業 

92 97 02 07 92 97 02 07

36.1
37.6 38.237.6 38.2

41.9
44.0 43.1 43.1 42.2

1.6 1.8 1.5 2.5

9.7
11.5 12.3

14.5

図表①　就業者に占める女性と高齢者の割合

資料：総務省「就業構造基本調査」再編加工
（注）従業者数299人以下（卸売業、サービス業は99人以下、小売業、飲食店は49人以下）の企業を中小企業、中小企業

以外を大企業とする。
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15 中小企業静岡 2010.6

て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
（
図
表
③
）。

中
小
企
業
が
持
続
的
な
成
長
を
遂
げ
る
た
め
に

は
、
女
性
や
高
齢
者
、
非
正
社
員
だ
け
で
は
な

く
、
多
様
な
人
材
を
活
用
し
て
い
く
こ
と
が
不
可

欠
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
多
様
な
ニ
ー
ズ
を

持
つ
従
業
員
が
個
人
の
希
望
に
合
っ
た
働
き
方
を

選
択
で
き
る
機
会
の
提
供
や
企
業
が
有
す
る
技
術

や
知
識
を
次
世
代
に
引
き
継
ぐ
こ
と
、
製
品
・
サ

ー
ビ
ス
の
付
加
価
値
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
必
要

な
人
材
を
育
成
し
て
い
く
こ
と
な
ど
が
欠
か
せ

な
い
。

高
齢
者
割
合
は
、
大
企
業
、
中
小
企
業
と
も
に
、

近
年
上
昇
し
て
い
る
が
、
二
〇
〇
七
年
に
大
企
業

の
二.

五
％
に
対
し
、
中
小
企
業
で
は
一
四.

五
％

と
、
女
性
同
様
、
高
齢
者
の
活
用
が
進
ん
で
い
る
。

雇
用
者
に
占
め
る
非
正
社
員
の
割
合
は
、
二
〇

〇
三
年
か
ら
二
〇
〇
九
年
に
か
け
て
、
大
企
業
で

二
八.
八
％
か
ら
三
四.

二
％
に
、
中
小
企
業
で
は

三
二.

七
％
か
ら
三
四.

五
％
に
上
昇
。
雇
用
形
態

に
お
い
て
も
労
働
力
の
多
様
化
が
進
展
し
て
い
る

こ
と
が
う
か
が
え
る
（
図
表
②
）。

今
後
、
少
子
高
齢
化
が
一
層
進
む
中
で
、
女
性

の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
合
っ
た
働
き
方
を
実
現
で

き
る
よ
う
に
す
る
な
ど
、
中
小
企
業
に
は
、
よ
り

多
く
の
人
材
が
よ
り
多
様
な
働
き
方
を
実
現
で
き

る
場
を
提
供
す
る
な
ど
、
重
要
な
役
割
を
果
た
し

中
小
企
業
が
多
様
な
人
材
を
確
保
し
、
そ
の
人

材
を
効
果
的
に
活
用
す
る
た
め
に
は
、
①
潜
在
的

な
能
力
を
有
す
る
女
性
や
高
齢
者
等
、
多
様
な
人

材
の
力
を
結
集
し
、
②
働
き
手
の
属
性
や
就
業
形

態
で
評
価
、
育
成
、
昇
進
、
処
遇
を
差
別
し
な
い
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。
こ
う
し
た
点
か
ら
、
中
小
企

業
に
お
け
る
仕
事
と
生
活
の
調
和
（
以
下
「
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
」）
へ
の
取
組
み
と
中
小
企

業
の
人
材
の
評
価
・
育
成
に
つ
い
て
見
て
い
く
。

（
一
）中
小
企
業
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

図
表
④
は
、
中
小
企
業
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・

バ
ラ
ン
ス
へ
の
取
組
み
と
従
業
員
の
貢
献
意
欲
の

関
係
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。

取
組
み
が
高
い
企
業
で
は
、「
こ
の
会
社
の
社
風

や
組
織
風
土
は
自
分
に
よ
く
合
っ
て
い
る
」、「
こ

の
会
社
の
発
展
の
た
め
な
ら
、
人
並
み
以
上
の
努

力
を
す
る
こ
と
を
い
と
わ
な
い
」、「
今
の
職
場
で

働
い
て
い
る
こ
と
を
誇
り
に
感
じ
る
」
と
答
え
る

従
業
員
の
割
合
が
高
く
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ

ラ
ン
ス
へ
の
取
組
み
が
従
業
員
の
貢
献
意
欲
の
向

上
に
大
き
く
影
響
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

中
小
企
業
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
へ

の
取
組
み
が
従
業
員
の
定
着
率
や
仕
事
の
成
果
に

及
ぼ
す
影
響
を
示
し
た
の
が
図
表
⑤
で
あ
る
。

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
取
組
み
が
高
い

企
業
は
、
正
社
員
と
非
正
社
員
と
も
に
、「
退
職
者

が
減
り
定
着
率
が
高
ま
っ
た
」、「
仕
事
の
質
が
高

ま
っ
た
」
と
の
回
答
割
合
が
高
く
、
従
業
員
の
定

着
率
や
生
産
性
の
向
上
へ
の
寄
与
が
う
か
が
え
る
。

少子高齢化時代の新事業展開

40.0

35.0

30.0

25.0

（％） 

03 04 05 06 07 08 09 （年） 

28.8

32.7

30.3

33.8

32.5

34.5

33.3

34.5

34.3

34.6
35.2

35.2

34.2

34.5

大企業 中小企業 

図表②　雇用者に占める非正社員の割合

子どもが中学生 
以上の時 

子どもが小学生の時 

子どもが4歳以上 
小学生入学前の時 

子どもが3歳以下の時 

結婚して子どもが 
いない時 

結婚していない時 

急な残業もあるフルタイムの仕事 フルタイムだが残業のない仕事 フルタイムだが時間の融通が利く仕事 

短時間勤務 家でできる仕事 働きたくない 

0 100（％） 

69.4

37.9 40.8 16.2 3.4

27.3 39.6 16.1 6.49.31.4

37.8 34.4 7.7 2.316.21.6

34.2 40.1 13.3 2.8 1.48.3

19.5 25.4 25.2 21.86.61.5

19.4 9.9 0.5 0.5

1.1

0.3

0.6

69.4

37.9 40.8 16.2 3.4

27.3 39.6 16.1 6.49.31.4

37.8 34.4 7.7 2.316.21.6

34.2 40.1 13.3 2.8 1.48.3

19.5 25.4 25.2 21.86.61.5

19.4 9.9 0.5 0.5

1.1

0.3

0.6

図表③　女性の結婚や子どもの状況による理想の働き方

中
小
企
業
に
お
け
る

多
様
な
働
き
方
・
働
か
せ
方

資料：総務省「労働力調査」再編加工
（注）1. 非農林水産業の雇用者（役員を除く）に占める割合の12か月平均を算出。ただし、2009年は１月から９

月までの９か月平均で算出している。
2. 非正社員には、パート・アルバイトのほか、派遣社員、契約社員・嘱託等が含まれる。
3. 従業者数が499人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は99人以下）を中小企業、中小企業以外を
大企業とする。

資料：厚生労働省委託「両立支援に係る諸問題に関する総合的調査研究」（2009年３月、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株））
（注）2009年２月に未就学の子どもを持つ男女を対象に実施したインターネットによるアンケート調査。回収数4,110件。
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経
営
者
と
従
業
員
で
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ

ン
ス
へ
の
取
組
み
に
対
す
る
認
識
に
違
い
も
あ
る
。

経
営
者
は
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
へ
の

取
組
意
欲
に
か
か
わ
ら
ず
、
人
材
面
で
は
「
社
員

の
長
期
雇
用
維
持
」
や
「
社
員
の
能
力
開
発
」
等

の
取
組
み
を
重
視
す
る
傾
向
に
あ
る
。

一
方
、
従
業
員
が
重
視
す
る
取
組
み
は
、
性
別

や
雇
用
形
態
、
年
齢
に
よ
っ
て
多
様
で
、
正
社
員
、

男
性
、
高
齢
者
は
「
教
育
・
訓
練
の
機
会
」、
非
正

社
員
は
「
同
僚
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
」、
女

性
、
若
年
者
は
「
労
働
時
間
」
と
な
っ
て
い
る

（
図
表
⑥
）。

（
二
）中
小
企
業
の
人
材
の
評
価
・
育
成

図
表
⑦
は
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
へ

の
取
組
み
が
高
い
中
小
企
業
に
つ
い
て
、
評
価
・

育
成
制
度
の
充
実
が
定
着
率
や
生
産
性
に
ど
の
よ

う
に
影
響
を
及
ぼ
す
の
か
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
と
合
わ
せ
て
、

従
業
員
の
評
価
・
育
成
に
熱
心
に
取
り
組
む
中
小

企
業
の
方
が
、
そ
う
で
な
い
中
小
企
業
に
比
べ
て
、

生
産
性
が
向
上
し
た
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

こ
の
傾
向
は
、
特
に
非
正
社
員
で
顕
著
で
、
非

正
社
員
の
戦
略
的
活
用
を
図
る
上
で
も
、
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
と
評
価
・
育
成
を
組
み

合
わ
せ
て
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
効
果
的
で
あ
る

こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。

図
表
⑧
は
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
へ
の

取
組
み
や
従
業
員
の
評
価
・
育
成
に
熱
心
な
中
小

企
業
に
つ
い
て
、
仕
事
の
決
定
権
や
処
遇
の
公
平

性
と
定
着
率
や
生
産
性
と
の
関
係
を
示
し
た
も
の

で
あ
る
。

職
場
の
担
当
者
が
仕
事
配
分
や
ペ
ー
ス
の
決
定

権
を
有
す
る
中
小
企
業
や
同
一
価
値
労
働
・
同
一

賃
金
の
原
則
が
機
能
し
て
い
る
中
小
企
業
の
方
が
、

総
じ
て
定
着
率
や
生
産
性
が
向
上
し
た
こ
と
が
う

か
が
え
る
。

中
小
企
業
が
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
に

取
り
組
む
に
あ
た
っ
て
は
、
従
業
員
の
評
価
・
育

成
に
力
を
入
れ
て
い
く
こ
と
が
効
果
的
で
あ
り
、

現
場
の
決
定
権
の
拡
大
及
び
処
遇
の
公
平
性
等
を

組
み
合
わ
せ
て
い
く
こ
と
で
、
よ
り
高
い
相
乗
効

果
が
発
揮
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
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（％） 取組が高い中小企業 取組が低い中小企業 

こ
の
会
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の
社
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や 
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自
分
に 

よ
く
合
っ
て
い
る 

こ
の
会
社
の
発
展
の
た
め 

な
ら
、人
並
み
以
上
の
努
力 

を
す
る
こ
と
を
い
と
わ
な
い 

今
の
職
場
で
働
い
て
い
る 

こ
と
を
誇
り
に
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じ
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自
分
の
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に
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た 

処
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を
受
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な
け
れ
ば 

働
く
意
欲
は
わ
い
て
こ
な
い 
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図表④ ワーク・ライフ・バランスへの取組と従業員の貢献意欲図表⑤ ワーク・ライフ・バランスへの取組が定着率や生産性に及ぼす影響
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図表⑥　従業員が重視する項目とワーク・ライフ・バランスへの取組評価

資料：中小企業庁委託「中小企業における多様な人材確保と活用に関するアンケート
調査」、「中小企業における「働き方」に関するアンケート調査」（2009年12月、
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株））

資料：中小企業庁委託「中小企業における多様な人材確保と活用に関するアンケート調査」、「中小企業における「働き
方」に関するアンケート調査」（2009年12月、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株））

資料：中小企業庁委託「中小企業における「働き方」に関するアンケート調査」（2009年12月、三菱UFJリサーチ＆コンサルテ
ィング（株））
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少
子
高
齢
化
時
代
に
お
け
る
主
な
戦
略
の
方
向

性
に
は
、
例
え
ば
、
①
人
口
の
年
齢
構
成
の
変
化

に
着
目
し
て
高
齢
者
需
要
の
取
り
込
み
を
図
る
、

②
一
人
当
た
り
の
需
要
が
増
加
す
る
高
付
加
価
値

化
を
目
指
す
、
③
拡
大
す
る
国
外
の
需
要
を
取
り

込
む
　
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。
従
来
、
中
小
企
業

は
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
が
多
様
化
す
る
中
、
柔
軟

性
を
活
か
し
て
新
し
い
事
業
を
登
場
さ
せ
、
ニ
ッ

チ
な
分
野
で
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
先
導
し
て
オ

ン
リ
ー
ワ
ン
の
技
術
を
確
立
し
て
き
た
。
こ
う
し

た
方
向
性
は
中
小
企
業
の
強
み
を
十
分
に
活
か
す

こ
と
が
で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
。

生
産
年
齢
人
口
が
減
少
し
、
労
働
力
が
多
様
化

す
る
中
で
、
中
小
企
業
が
仕
事
と
生
活
の
調
和
の

取
れ
た
働
き
方
及
び
働
か
せ
方
を
実
現
し
て
、
新

事
業
を
展
開
す
る
こ
と
に
よ
り
更
な
る
成
長
を
遂

げ
て
い
く
た
め
に
は
、
業
種
ご
と
に
こ
う
し
た
取

組
み
を
支
え
る
労
働
力
が
不
可
欠
で
あ
る
。

「
就
業
構
造
基
本
調
査
」（
平
成
一
九
年
・
総
務

省
）
に
よ
る
と
、
医
療
・
福
祉
業
、
情
報
通
信
業

等
で
は
雇
用
者
数
こ
そ
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、

同
業
種
間
で
移
動
す
る
雇
用
者
や
他
業
種
へ
の
転

出
、
退
職
・
失
業
等
を
行
う
雇
用
者
の
割
合
も
多

い
。
こ
の
た
め
、
多
様
な
人
材
が
働
く
こ
と
が
で

き
る
機
会
を
拡
大
し
、
人
材
の
定
着
率
を
向
上
さ

せ
る
こ
と
も
重
要
で
あ
ろ
う
。

ま
た
、
総
務
省
「
事
業
所
・
企
業
統
計
調
査
」

に
よ
る
と
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
〇
六
年
ま
で
の

間
に
、
労
働
者
派
遣
業
の
ほ
か
に
医
療
・
介
護
関

連
の
業
種
で
、
開
業
事
業
所
に
お
け
る
従
業
者
数

が
増
加
し
て
お
り
、
少
子
高
齢
化
に
伴
い
需
要
が

増
加
す
る
業
種
で
は
、
創
業
に
よ
り
雇
用
が
創
出

さ
れ
る
チ
ャ
ン
ス
が
あ
る
こ
と
が
う
か
が
え
る

（
図
表
⑨
）。

少子高齢化時代の新事業展開

少
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る
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略
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図表⑦ 評価・育成制度の充実が定着率や生産性に及ぼす影響
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図表⑧　仕事の決定権や均等処遇が定着率や生産性に及ぼす影響
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図表⑨　産業小分類別の事業所従業者数の増減（2001～2006年）

資料：総務省「事業所・企業統計調査」再編加工

資料：中小企業庁委託「中小企業における多様な人材確保と活用に関するアンケート
調査」、「中小企業における「働き方」に関するアンケート調査」（2009年12月、
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株））

資料：中小企業庁委託「中小企業における多様な人材確保と活用に関するアンケート調査」、「中小企業における「働き
方」に関するアンケート調査」（2009年12月、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株））
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全９項目、すべての項目で改善結果。前年同月が
最悪な時期だったこともあり、前月にも増して改善
が見られ、景気の底打ちが顕著である。年度初めと
いう季節要因もあるが、特に製造業では外需の回復
などにより売上、業界の景況とも大幅な改善が見ら
れた。一方、非製造業は、内需の低迷が続き依然と
して厳しく、業績の回復にばらつきが目立つ。

・・・対象17業種より抜粋

［食料品製造業］

気象災害の影響で４月の売上は激減。出鼻をくじかれた格好
となった（茶商）。
［窯業・土石製品］富士市
依然低迷しているが、若干明るさが見え隠れしている。

［一般機器］浜松市
昨年同時期に比べ幾分明るい兆しが見え始めた感はあるが、

地場産業の中核である自動車産業界においては、本格的な設備
投資再開の兆しが見えない状況が続いており、景気の回復を実
感するまでには至っていない。

［宿泊業］伊豆の国市
宿泊客の減少に歯止めがかからない厳しい状況。

［運輸業］静岡市
荷動きは回復傾向にあるものの、依然として生産調整をして
いる荷主企業も多く、トラックの稼働率は若干上昇した程度で
あった。軽油価格が４月も上昇し、採算は厳しい。

※DI値＝［（増加・好転組合数－減少・悪化組合数）／対象組合数］×100

＋0.1以上･･･ ± 0.0･･･ ～－20.0･･･ －20.0 ～･･･
なお、｢在庫数量｣のみマイナス値が大きいほど好要件としている。

概　況

業界の声

DI値の推移

景況ウォッチ （22年4月の情報連絡員月次景況調査より）

静岡県中央会に設置されている情報連絡員〔協同組合等の役職員87名に委嘱〕による毎月の景況調査の概要です。

事
務
局

静岡県コンクリート製品協同組合

後藤浩司事務局長

豊
富
な
知
識
で
事
業
運
営
に
貢
献

組合活性化情報

発
注
状
況
や
受
注
状
況
な
ど
の
管
理
・

分
析
を
お
こ
な
い
、
業
界
の
抜
本
的
な

構
造
改
革
を
目
指
す
共
同
販
売
事
業
。

扱
う
品
目
は
、
一
般
道
路
用
か
ら
、
水

路
用
の
ボ
ッ
ク
ス
カ
ル
バ
ー
ト
や
土
留

め
用
Ｌ
型
擁
壁
な
ど
幅
広
い
。

「
営
業
時
代
の
知
識
が
大
き
く
役
立
っ

て
い
ま
す
」
と
三
〇
年
以
上
培
っ
た
豊

富
な
知
識
で
ス
ム
ー
ズ
な
事
業
運
営
に

貢
献
す
る
。

「
組
合
組
織
で
共
販
事
業
が
う
ま
く
い

く
の
か
心
配
で
し
た
が
、
順
調
な
ス
タ

ー
ト
が
き
れ
た
」
と
安
堵
の
表
情
を
見

せ
る
一
方
、「
最
大
限
に
事
業
を
有
効
に

活
用
し
て
も
ら
い
、
組
合
に
関
わ
る
す

べ
て
の
人
の
幸
福
が
実
現
で
き
る
よ
う

な
ビ
ジ
ョ
ン
の
作
成
や
、
新
し
い
仕
組

み
づ
く
り
に
取
り
組
み
た
い
」
と
意
気

込
む
。

一
昨
年
、
組
合
員
企
業
の
経
営
幹
部

や
営
業
職
全
員
を
対
象
と
し
た
忘
年
会

を
企
画
し
た
。
一
〇
〇
人
近
い
組
合
員

の
社
員
が
一
堂
に
会
す
る
初
の
試
み
だ
。

「
事
業
を
円
滑
に
進
め
る
た
め
に
は
、

組
合
員
の
協
力
に
加
え
、
各
社
の
営
業

同
士
の
情
報
交
換
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。

第
一
回
目
が
盛
況
で
、
昨
年
も
実
施
し

ま
し
た
。
組
合
の
恒
例
行
事
と
し
て
定

着
さ
せ
た
い
で
す
ね
」
と
従
業
員
間
の

交
流
と
情
報
共
有
の
重
要
性
を
訴
え
る
。

休
日
は
、
ド
ラ
イ
ブ
、
ウ
ォ
ー
キ
ン

グ
、
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル
を
楽
し
む
行
動
派
。

「
で
も
い
ち
ば
ん
楽
し
い
の
は
、
孫
と

過
ご
す
時
間
」
と
や
さ
し
い
祖
父
の
顔

で
笑
う
。

平
成
一
九
年
二
月
、
道
路
工
事
や
造

成
工
事
な
ど
で
使
わ
れ
る
コ
ン
ク
リ
ー

ト
二
次
製
品
の
製
造
業
者
で
組
織
す
る

組
合
の
事
務
局
長
に
就
い
た
。

前
職
は
、
組
合
員
企
業
の
営
業
マ
ン
。

同
年
四
月
か
ら
実
施
す
る
共
同
販
売
事

業
に
欠
か
せ
な
い
事
務
局
の
要
と
し
て
、

業
界
を
熟
知
す
る
適
役
に
白
羽
の
矢
が

立
っ
た
。

「
共
販
事
業
の
ス
タ
ー
ト
を
二
カ
月
後

に
控
え
、
規
約
類
の
制
定
や
管
理
体
制

の
見
直
し
、
さ
ら
に
関
連
二
団
体
と
の

合
併
事
務
が
重
な
り
、
二
月
、
三
月
は

休
み
が
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
」
と
慌
し

か
っ
た
就
任
当
時
を
振
り
返
る
。

組
合
員
か
ら
の
物
件
情
報
を
集
約
し
、
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の 

か ら 

指 導 員 

現 場 

働くこと・人財になること

平成20年度・21年度と2ヵ年、静岡労働局から

の委託事業「地域団塊世代雇用支援事業」を本会

で受託し、担当部署として事業を実施してきた。

この事業は、いわゆる団塊世代を中心に中高年

齢者の再就職支援を行い、年齢に関わりなく働く

ことができる社会実現するために、企業の皆様に

ご理解・ご協力をいただくことが目的であった。

当初は団塊世代の大量退職に伴う人材流出、技

能・技術の減少など企業にとって重要な問題であ

ったが、平成20年夏頃からアメリカで発生した経

済不況・リーマンショックにより、その影響が日

本にまで及び急転、雇用の維持が難しい状況とな

ってきてしまった。

同年末には「年越し派遣村」なる社会現象もお

き、ハローワークをはじめとする職業紹介所では、

求職者が館内に入れないで長い列を作る異様な光

景が見られた。

本来は、企業力（マンパワー）を減少させない

ために、豊富な知識・技術を維持していくための

支援でもあったのだが、対象求職者が派遣・契約

社員など、一昔では正社員にこだわらないで働く

スタイルを通してきた者が、契約終了・更新なし

との状況になり、次の職が見つからなくなった者

の方が多くなってきた。

このことは、有効求人倍率からも、平成21年8

月～12月までは0.38倍と過去最低の数字となって

表れた。

キャリアカウンセラーによる個別相談日を設け、

平成21年度には延70人の求職者の相談に応じた。

前職が役員・管理者である者、うつ病になってし

まっている者など、総じて数度面接を受けるが採

用されず、自信を失っている者の相談が多かった。

アドバイスを受けて前向きに帰っていくも者も

いるが、就職相談では済まない内容まで及ぶ者も

いたとのことであった。

平成22年3月末県内高校新卒者の就職状況につ

いては、就職内定者5,853人、未内定者281人と

内定率95.4％（前年同月98.2％－2.8ポイント）。

また、県内の大学・短大・専修学校の就職希望

者合計7,928人のうち就職（内定）者は7,079人

であり、就職内定率は89.2％（同年同月94.7％－

5.5％）であった。

関係機関によると、平成23年3月末卒業予定者

の高校、大学等の就職内定率も大変厳しいことが

予測される。

大手企業の採用抑制により、これまでとは異な

る就職活動が展開されている。中小企業では即戦

力、業界によっては優秀な人材に育てるべく積極

的に新卒者の採用を検討している。

経営者・人事担当者の方の話を聞くと、求職者

をじっくり選定することができ、人材（財）確保

のチャンスだと。

改めて、働くことの意義を考え、企業・組織か

ら見て、自分はどのような存在なのか？人罪・人

在・人材・人財のどれなのか・・・人財になれる

よう今後も勉強していきたい。(近藤)

再就職の難しさ

新卒者への影響
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月曜日から金曜日：午後2時から午後8時
土曜日：午後1時から午後6時

【アドバイザー（社会保険労務士）による相談】
■電話相談
一般電話用（無料）：0120-08-1744
携帯電話用（有料）：0570-08-1744

■来訪相談
事前に電話等により来訪日時の調整（予約）が必要です。

【その他】
静岡県社会保険労務士会では、このほか毎月、
東部・中部・西部地区において月1回、社会保
険労務士による労働相談を実施しております。
（詳細は、下記までお問合せ下さい。）
■お問合せ
静岡県社会保険労務士会
〒420-0833 静岡市葵区東鷹匠町9-2
TEL：054-247-5920 FAX：054-247-4795

地デジの準備はお済みですか？地デジでお悩み
の方、お困りの方は、まず「デジサポ静岡」へご
相談ください。静岡県専用電話でお問い合わせで
きます。
■静岡県専用電話

054-333-5700
（平日9：00～21：00、土・日・祝日9：00～18：00）

お急ぎ下さい！
地上アナログ放送は2011年7月までに終了します！
■お悩み解決！
地デジ相談会を県下の市町で開催します。

（平成22年5月～平成23年1月）
デジサポ静岡では地上デジタル放送に関するお悩
み解決のための相談会と地デジ説明会を、ご相談
が多く寄せられる市町を中心に、市役所・町役場
など公共施設等で計画しています。
詳しくはデジサポHP：http://digisuppo.jp/
で静岡県を検索してご覧いただくか、
デジサポ静岡相談会グループ

TEL：054-654-0211（平日9：00～18：00）
までお問い合わせください。

地デジのご相談はデジサポ静岡へ！

20中小企業静岡 2010.6

■地デジを見るには？
画面の右上に「アナログ」と出ていませんか？その
場合、放送は2011年7月までに終了し、番組が見ら
れなくなってしまいます。地デジ対応テレビにする
か、今あるテレビに地デジ対応チューナーを追加す
るなどの地デジ対策をお早めに御願いします。
■共同受信施設は地デジ対応ですか？
【アパート・マンションなどの集合住宅に

お住まいの皆さまへ】
地デジ受信の準備はお済みですか？
・通常はそのままの施設で地デジ放送を受信する
ことができますが、中には施設の改修やアンテ
ナ受信方向の調整が必要となる場合がありま
す。オーナーや管理組合へご相談ください。

・集合住宅の共同受信施設をデジタル化対応する
際、経費負担が過重（世帯あたりの経費が3.5
万円超）となる場合に国の助成を受けることが
できます。申請受付けは2010年8月31日まで！
詳しくはデジサポホームページをご覧いただく
か助成金相談窓口にお問い合わせください。

【ビル陰などの受信障害対策共同受信施設で
テレビをご覧の皆さまへ】

個別のアンテナ設置で受信できる可能性があります！
・デジタル放送では建物の影響がアナログ放送よ
り少なくなり、ご自身でアンテナを建てること
により視聴可能となる場合が数多くあります。
また引き続き障害が残る場合は共同受信施設の
改修が必要になります。管理者へご相談くださ
い。

・ビル陰等の受信障害対策の共同受信施設をデジ
タル対応する際、国の助成を受けることができ
ます。申請受付は2010年7月30日まで！詳しく
はデジサポホームページをご覧いただくか助成
金相談窓口にお問い合わせください。

■助成金制度に関するお問合せ先
デジサポ静岡　助成金相談窓口
TEL：054-282-3559（平日9：00～18：00）
HP：http://digisuppo.jp/
デジサポ静岡は
「総務省 静岡県テレビ受信者支援センター」

の愛称です。
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平成22年度
静岡県労働法セミナー開講のご案内

「労働時間等相談センター」開設のお知らせ

平成22年度
静岡市の販路開拓・商品開発・特許等出願支援制度

のご案内

静岡市では、「市内の中小企業製造業者」及び
「中小企業製造業者が組織する団体」を対象とした
下記支援制度の利用者を募集しています。
■補助対象者
（1）市内に本社又は工場（開発機能を有するもの）

がある中小企業の製造業者
（2）中小企業の製造業者で組織する団体（構成員の2／3

以上が補助対象者の（1）に該当するものに限る）

■お問合せ
静岡市経済局商工部地域産業課
〒422-8006 静岡市駿河区曲金3丁目1番10号
TEL：054-281-2100 FAX：054-284-3987
HP：
http://www.city.shizuoka.jp/deps/tiikisangyo/index.html

労働基準法をはじめとする働き方に係るルール
について解説するセミナーです。
労働法制の基礎をわかりやすく解説します。

※静岡県労働法セミナーは、「しずおか県民カレッ
ジ」の連携講座です。
※ご不明な点等ございましたら各県民生活センタ
ー、又は県労働政策課（TEL 054-221-2817）に
お気軽にお問合せください。

労働者、事業主のみなさまへ。働く時間を見直
し、健康的な生活を。労働時間、職場の環境に関
する問題は、社会保険労務士に相談しましょう。
【労働時間等相談センター設置概要】
■設置場所
静岡県社会保険労務士会
〒430-0926 浜松市中区砂山町327-11
（砂山清川様店舗・事務所2階）
■設置期間
平成22年5月1日～平成23年3月31日
（日曜日、祝日、年末（12／29）～年始（1／3）を除く）
■開設時間

東部
9月3日（金）、6日（月）、
13日（月）、27日（月）
10：00～16：30
沼津労政会館
・労働法総論
・労使のルール（労使関係法の基礎）
・労働契約と労働条件（雇用関係法の基礎）
・労災補償（労働者災害補償保険法の基礎）
・最近の労働法をめぐる動向
・静岡大学法科大学院教授　中村和夫氏（東、中部）
・流通経済大学教授　大場敏彦氏（西部）
・社会保険労務士
・労使関係者及び労働問題に関心のある一般の方
・各会場70人程度（先着順）
・1日5.5時間、計22時間
・無料

※受付開始時期は、会場により異なります。

開催
日時

会場

申込先

科目

講師

対象

時間
受講料

内
容

中部
9月17日（金）、21日（火）、
28日（火）、10月8日（金）
10：00～16：30
静岡労政会館

西部
9月8日（水）、16日（木）、
22日（水）、29日（水）
10：00～16：30
浜松総合庁舎

東部県民
生活センター
TEL 055-951-8209

中部県民
生活センター
TEL 054-202-6013

西部県民
生活センター
TEL 053-458-7243

大規模展示会出展等
支援事業補助金

製造業を営む中小企業
者及び中小企業団体に
対して、見本市・展示
会などの出展・開催経
費の一部を補助しま
す。
（1）海外や国内で開催

される大規模な見
本市・展示会の
「出展」及び「開催」
事業

（2）静岡市内で新たな
見本市・展示会を
「開催」する事業
※「開催」は団体が
対象

小間料
1／2以内
30万円
（団体180万円）
平成23年2月末日まで
※原則として展示会開
催1ヶ月前までに申
請することが必要で
す。予定に達した時
点で募集を終了しま
すので、計画がある
場合はお早めにご相
談ください。
申込順

産業財産権出願等
補助金

製造業を営む中小企業
者及び中小企業団体に
対して、特許権出願経
費等の一部を補助しま
す。

自ら開発した製品・技
術・意匠等について、
特許・実用新案・意匠
に係る出願又は商標
（地域団体商標に限る）
に係る登録出願等。

出願経費、弁理士費用等
1／2以内
15万円
（地域団体商標は20万円）
平成23年2月末日まで
※特許庁等への出願前
にご相談ください。
予定に達した時点で
募集を終了します。

申込順

補助対象
事業

補助
対象
経費
等

申込期間

審査

対象経費
補助率

補助上限
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企業組合くれば

神楽舞う“ささま”の
里の地域おこし

く み あ い 百 景

平
成
二
一
年
四
月
、
旧
笹
間
小
学
校

を
改
修
し
様
々
な
生
活
体
験
学
習
や
ス

ポ
ー
ツ
・
文
化
活
動
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
宿
泊
施
設
「
山
村
都
市
交
流
セ
ン

タ
ー
さ
さ
ま
」
が
オ
ー
プ
ン
し
た
。

そ
の
指
定
管
理
者
と
し
て
施
設
管

理
や
イ
ベ
ン
ト
の
企
画
運
営
を
行
っ
て

い
る
の
が
当
組
合
だ
。
地
元
で
農
業
、

林
業
な
ど
を
行
う
二
五
人
と
森
林
保
護

と
山
村
の
活
性
化
を
目
指
し
て
活
動
し

て
い
る
N
P
O
法
人
「
森
づ
く
り
S
川

根
」
が
中
心
と
な
り
立
ち
上
げ
た
。

組
合
員
の
年
齢
は
三
〇
代
か
ら
八
〇

代
ま
で
幅
広
い
が
、
生
ま
れ
も
育
ち
も

笹
間
、
当
地
区
を
愛
し
地
域
の
活
性
化

を
願
う
気
持
ち
は
並
大
抵
で
は
な
い
。

「
廃
校
を
福
祉
施
設
に
し
よ
う
と
い
う

話
も
あ
っ
た
け
ど
、
地
元
の
人
だ
け
集

島
田
市
の
国
道
一
号
線
バ
イ
パ
ス

向
谷
I
・
C
か
ら
大
井
川
沿
い
に
上
流

に
向
か
う
こ
と
車
で
約
四
〇
分
。
目
映

い
新
緑
の
茶
畑
に
囲
ま
れ
た
島
田
市
川

根
町
笹
間
地
区
は
、ど
こ
か
懐
か
し
く
、

ゆ
っ
た
り
と
し
た
時
間
が
流
れ
て
い
た
。

遠
く
に
は
、
大
井
川
鐵
道
を
走
る
蒸
気

機
関
車
の
汽
笛
。
ま
さ
に
日
本
の
原
風

景
と
い
っ
た
雰
囲
気
で
あ
る
。

昭
和
三
〇
年
代
、
大
井
川
の
支
流
、

笹
間
川
流
域
は
上
質
な
木
材
の
産
地
と

し
て
人
口
約
一
二
〇
〇
人
を
有
し
賑
わ

い
を
見
せ
て
い
た
。
し
か
し
、
時
代
の

流
れ
と
と
も
に
基
幹
産
業
で
あ
る
林
業
、

茶
業
は
衰
退
し
、
人
口
流
出
が
急
激
に

進
ん
だ
。
近
年
で
は
面
積
六
〇

の
こ

の
地
区
に
、
五
〇
〇
人
余
り
が
生
活
す

る
に
留
ま
っ
て
い
る
。
平
成
一
九
年
に

は
小
、
中
学
校
が
廃
校
と
な
っ
た
。

そ
ん
な
笹
間
地
区
も
、
毎
年
一
〇
月

に
は
笛
や
太
鼓
の
音
色
で
活
気
づ
く
。

江
戸
時
代
か
ら
伝
わ
る
と
い
う
「
笹
間

神
楽
」
だ
。
二
俣
八
幡
宮
の
大
祭
に
合

わ
せ
地
元
の
保
存
会
や
生
徒
が
中
心
と

な
り
五
穀
豊
穣
、
家
内
安
全
の
願
い
を

込
め
て
舞
を
奉
納
す
る
。
神
楽
だ
け
で

は
な
い
。
こ
の
地
区
の
雄
大
な
自
然
や

伝
統
文
化
は
、
訪
れ
た
者
の
日
頃
の
ス

ト
レ
ス
を
一
瞬
で
和
ら
げ
て
く
れ
る
。

km2

ま
っ
て
も
新
し
い
こ
と
は
生
ま
れ
な
い
。

そ
れ
よ
り
も
、
外
か
ら
来
て
く
れ
た
人

が
足
を
止
め
て
く
れ
て
、
地
元
の
人
と

の
交
流
が
生
ま
れ
る
場
を
作
り
た
か
っ

た
」。
根
岸
久
理
事
長
の
思
い
は
、
着
実

に
実
を
結
び
つ
つ
あ
る
。

「
幼
い
頃
か
ら
慣
れ
親
し
ん
だ
笹
間

の
風
景
を
、
自
分
達
の
子
供
た
ち
に
も

残
し
た
い
。
里
か
ら
出
て
行
っ
た
人
で

も
、
い
つ
で
も
温
か
く
迎
え
る
こ
と
が

で
き
る
故
郷
で
あ
り
た
い
」。

オ
ー
プ
ン
後
一
年
が
経
過
、
宿
泊
者

に
供
さ
れ
る
山
菜
や

あ
ま
ご

な
ど

地
元
の
特
産
品
を
活
か
し
た
料
理
は
た

い
へ
ん
好
評
だ
。
ま
た
、
鮎
の
つ
か
み

ど
り
や
蕎
麦
打
ち
教
室
、
陶
芸
体
験
な

ど
趣
向
を
凝
ら
し
た
企
画
は
ど
れ
も
定

員
を
上
回
る
申
し
込
み
が
あ
る
。

元
々
学
校
だ
け
に
体
育
館
や
音
楽

室
な
ど
施
設
も
充
実
。
ス
ポ
ー
ツ
少
年

団
や
学
生
の
合
宿
、
家
族
連
れ
な
ど
幅

“

”

豊
か
な
自
然
と
伝
統
溢
れ
る
山
里

地
域
の
活
性
化
は
自
分
達
の
手
で
！

住　所 〒428-0211
島田市川根町笹間上394番地
「山村都市交流センターささま」内

理事長 根岸　久
組合員 25人、1社
設　立 平成21年4月7日
T E L 0547-54-0661
F A X 0547-54-0661
U R L http://sasama.eshizuoka.jp

（山村都市交流センターささまのブログ）

”む
か
ご
“
や
黒
米
、
猪
肉
を
使
っ
た
竹
め
し
。

参
加
者
の
評
判
は
上
々
！

▲小学校の面影を残す「山村都市交流センターささま」

▼
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い
ら
れ
な
い
。
地
域
の
み
ん
な
が
元
気

に
働
く
こ
と
こ
そ
が
地
域
の
活
性
化
」。

旧
川
根
町
副
町
長
を
務
め
、
組
合
を

は
じ
め
地
域
お
こ
し
の
立
役
者
で
あ
る

北
島
氏
へ
の
周
囲
の
信
頼
は
厚
い
。

小
学
校
と
同
時
に
廃
校
に
な
っ
た

中
学
校
の
利
用
に
つ
い
て
も
、
陶
芸
な

ど
ア
ー
ト
を
テ
ー
マ
に
し
た
施
設
の
活

用
を
提
言
中
で
あ
る
。

「
住
民
が
笹
間
の
良
さ
に
改
め
て
気
付

き
、
自
信
を
取
り
戻
し
て
く
れ
た
よ
う

に
思
う
。
昨
年
の
ふ
る
さ
と
ま
つ
り
に

は
里
を
出
て
行
っ
た
者
が
戻
っ
て
来
て
、

手
伝
っ
て
く
れ
た
の
が
本
当
に
嬉
し
か

っ
た
。
あ
の
笑
顔
が
忘
れ
ら
れ
な
い
」。

今
年
の
地
域
の
イ
ベ
ン
ト
も
大
い
に

盛
り
上
が
り
そ
う
だ
。

広
い
層
に
利
用
さ
れ
、
年
間
の
利
用
者

は
目
標
の
二
倍
以
上
と
な
る
一
万
人
を

超
え
、
そ
の
う
ち
宿
泊
者
は
約
二
五
〇

〇
人
に
上
っ
た
。

「
田
舎
暮
ら
し
体
験
教
室
」
に
は
、
都

会
に
暮
ら
す
家
族
が
多
数
参
加
。
昔
な

が
ら
の
農
機
具
に
興
味
を
持
つ
人
や
、

野
菜
の
収
穫
に
夢
中
に
な
る
人
。
地
元

の
人
に
と
っ
て
は
普
段
何
気
な
い
こ
と

で
も
、
来
場
者
に
は
大
い
に
感
動
を
与

え
る
こ
と
を
学
ん
だ
。

「
満
天
の
星
空
や
幻
想
的
な
ホ
タ
ル
の

光
。
自
然
に
は
か
な
わ
な
い
ま
で
も
、

み
ん
な
で
季
節
毎
の
行
事
を
考
え
る
の

が
大
変
だ
け
ど
面
白
い
」。

理
事
長
お
手
製
の
竹
の
「
飯
ご
う
」

で
炊
く
竹
め
し
は
最
大
の
ヒ
ッ
ト
作
だ
。

館
長
を
務
め
る
北
島
享
理
事
は
、
施

設
の
盛
況
以
上
に
地
元
住
民
の
活
力
に

な
っ
て
い
る
こ
と
に
目
を
細
め
る
。

「
ど
う
し
た
ら
お
客
さ
ん
に
喜
ん
で
も

ら
え
る
か
。
組
合
員
が
一
致
団
結
し
な

け
れ
ば
魅
力
あ
る
企
画
は
生
ま
れ
な

い
」。
そ
の
意
味
で
、
企
業
組
合
は
う

っ
て
つ
け
で
あ
る
と
い
う
。

「
お
互
い
が
助
け
合
う
と
い
う
相
互
扶

助
の
精
神
が
生
き
て
い
る
。
時
に
は
意

見
が
衝
突
し
て
も
、
そ
こ
は
同
じ
里
の

仲
間
。
過
疎
や
高
齢
化
な
ん
て
言
っ
て

組合活性化情報

企
業
組
合
だ
か
ら
こ
そ

こ
れ
か
ら
の
里
づ
く
り
へ
の
思
い

▲根岸久理事長（左）、北島享理事（右）
笹間の今を伝えるブログの更新にも余念がない

平成22年度少子化対策中小企業支援事業・行動計画策定支援

アドバイザー派遣事業のご案内
中小企業も「一般事業主行動計画」を作りましょう！

静岡県中小企業団体中央会では「一般事業主行動計画」※１の策定、両立支援制度の導入、人事・労務
管理全般に関して、アドバイザー（社会保険労務士）の派遣による個別相談（無料）を実施しております。
対象は労働者300人以下の中小企業です。ご希望の事業所は下記までお問い合わせください。

平成18年4月1日、「中小企業子育て支援助成金」が創設されました。
この助成金は、中小企業での育児休業、短時間勤務制度の取得促進を図ることを目的に一定の要

件を備えた育児休業、短期間勤務制度を実施する中小企業事業主(従業員100人以下)に対して、育児
休業取得者又は短時間勤務制度の適用者が初めて出た場合に助成金(最大100万円)を支給します。
(｢一般事業主行動計画｣の策定と届出が支給要件の一つです。)

（お問合せ）静岡県中小企業団体中央会 労働支援課　静岡市葵区追手町44-1
TEL：054（254）1511 ＦＡＸ：054（255）0673

※1「一般事業主行動計画」は、「次世代育成支援対策推進法」（平成15年制定・平成17年4月施行）に規定される
もので、「仕事と家庭の両立を図る雇用環境の整備」に通じる取り組みについて企業が策定する計画です。現在、
従業員が301人以上の企業は義務として、300人以下の企業は努力義務として策定することとされています。
なお、法改正により義務の対象が拡大され、平成23年4月からは101人以上の従業員を雇用する企業も計画の策定
が義務化されることになります。
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読者プラザ 

先日私の妻の母が、がんで亡くなりました。発

病したのは5年前でしたが、ほんのふた月まえまで

は、自分の子供の送り迎えまでしてくれていて、急

なことで未だに実感がわかないところであります。

生前、母は自分の容態が悪化した際には、「孫は

連れてこないように」といつも言っていました。

危篤になった際には非常に悩みましたが、人と

して成長していく過程で大切なことではないかと

思い会わせることにしました。

初めて人の死に目に会い情緒不安定にならない

か心配しましたが、先日、小学校2年になったばか

りの学校の作文を読んで間違いではなかったと確

信しました。

「かえるはなぜいきてるの？ふしぎだな。僕はなぜ

生きてるの？ふしぎだな。かえるも僕もおなじよう

に生きている。生きてるってほんとふしぎだな」。

幼いながらに命についてすこしづつですが考え

始めたようです。

生きている
ということ

静岡県東部青年中央会

川瀬　修
株式会社カワセ

●発行人／静岡県中小企業団体中央会 〒420-0853 静岡市葵区追手町44-1 TEL／054-254-1511 FAX／054-255-0673

東部事務所 〒410-0881 沼津市八幡町7番1号 TEL／055-963-4511 FAX／055-963-8307

西部事務所 〒430-0929 浜松市中区中央1丁目17-19 TEL／053-453-2195 FAX／053-453-2198
●中央会ホームページ http://www.siz-sba.or.jp/ ●E-mailアドレス joho-kikaku@siz-sba.or.jp
皆様のご意見をお待ちしております。（TEL、FAX等でもお受け致します。）

中小企業静岡
6月号（通巻679号）

新設組合紹介 

多くの訪問介護事業所では、経営規模が小さ

いことなどから、経営基盤が脆弱で、人材の定

着と育成にも課題を抱えている。

こうした中、静岡市などで訪問介護事業を展

開する10社が連携。労働環境の改善や経営の安

定化など、共通課題の解消のために組織化した。

組合では、組合員がそれぞれ作成していた訪

問介護サービス記録などの各種書類を共通化。

統一された規格に基づいた記入マニュアルの制

定などを通じ、事務処理の効率化を図る。

さらに衛生用品や事務用品などの共同購入、

組合員事業所で働く職員の労働条件、賃金、教

育訓練の共同化、共同求人など共同労務管理、

ヘルパーや介護職員などに対する共同研修など

幅広く共同事業を実施。

事業所運営の合理化、経営の改善、人材育

成の向上、労働環境の改善などに大きく寄与

していく考えだ。

事務合理化や労働環境改善め
ざし、訪問介護事業所が連携
協同組合しずおか訪友会
静岡市

時森優子理事長

業界や組合にちなむ“○○の日”という記念日

は多い。今月の“クローズアップインタビュー”

で触れた“佃煮の日”（6月29日）は、佃煮発祥の

地である東京佃島に大阪の住吉神社が遷座した

日にちなみ、全国団体が5年前に制定したもの。

こうした由緒ある日にちなむもののほか、7

月10日＝納豆の日、8月31日＝野菜の日、10

月10日＝テントの日などの語呂合わせによるも

のも多い。中には、“指定自動車教習所の日”（6

月25日）のように指定自動車教習制度を導入し

た日であることに加え、“625”がムジコ（無事

故）に通ずるという両者掛け合わせのもある。

この“○○の日”、単なる販促活動にとどまら

ず、伝統の継承や業界の認知度向上、連帯感の

高揚など多くの効果を伴う。

さて、“組合の日”を定めるとしたら、“9月3

日”？、それとも…とアレコレ考えてみるのも

楽しい。 （住川）
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